












成 29(2017) 年 6 月 9 日に可決成立し，その一部を











典範特例法案」を作成し，本法案は平成 29(2017) 年 6 月に可決成立し，平成 31(2019) 年 4 月 30 日に施行された。
平成から令和へ，皇位継承式典は，政府の閣議決定により策定された基本方針により，概ね静謐な環境の下で

















これを継承する」( 第 2 条 ) と定め，皇室典範は「皇
位は，皇統に属する男系の男子が，これを継承す
る」( 第 1 条 ) と規定している。
　令和 3 年 1 月現在の皇位継承権者 ( 年齢 ) を継
承順にみた場合，秋篠宮文仁親王 (55 歳 )，悠仁親









































　天皇の公務の負担軽減を図るため 9 月 23 日に
は「有識者会議」が設置され，議論が重ねられ，





し，本法案は平成 29(2017) 年 6 月 9 日可決成立 (6





階を経て，平成 29(2017) 年 6 月 9 日，成立した。
（１） 有識者会議 ( 第 1 次ヒアリング )・「論点整理」　
　平成 28(2016) 年 10 月 17 日に開催された第 1 回
有識者会議では構成員の互選により，今井 敬氏
が座長に選任され，第 3 回 (11 月 7 日 )・第 4 回 (11











　④  憲法第 5 条に基いて摂政を置くか。







































　第 6 回〜第 8 回の自由討議を経て，第 9 回 (1 月





　国会での議論は，平成 29(2017) 年 1 月〜 3 月に




















（３）有識者会議 ( 第 2 次ヒアリング )　
　有識者会議は，第 10 回以降，さらに専門家に
対するヒアリングや議論を重ね ( その概況は 2-1



































　5 月 19 日には「天皇の退位等に関する皇室典範
特例法案」が閣議決定され，国会に提出され，同
法案は衆参両院の審議を経て， 6 月９日可決成立

















ことにある ( 第 1 条 )。
「天皇は，この法律の施行の日限り，退位し，皇
嗣が，直ちに即位」( 第 2 条 ) し，退位した天皇の















































呼称は，「上皇」( 第 3 条 )，「上皇の后は，上皇后」
( 第 4 条 ) とし，天皇陛下の退位にともない，秋篠
宮さまが皇位継承順位 1 位の皇嗣となり，その場
合，「皇室典範に定める事項については，皇太子
の例による」( 第 5 条 )。天皇陛下は，特例法が施
行された日に退位する ( 皇室典範特例法附則第 1
条第 2 項 )。　
２．３　皇室典範特例法の施行　
　皇室典範特例法附則第 1 条第 2 項（11）に基づき，
平成 29(2017) 年 12 月 1 日には，内閣総理大臣から，
皇室会議に対し皇室典範特例法の施行日について
の意見が求められ，皇室会議が開催された。














んに行われ，加えて，平成 31 年は，4 年に一度の
統一地方選挙が実施される」ことから，そのよう























室典範特例法案に対する附帯決議 ( 案 )」が提出さ
























































































　臨時法制調査会の第 1 回総会は 7 月 11 日に開
催され，第 1 部会は 7 月 12 日に試案作成要領の
協議をし，試案の作成に着手した。（16）　　






































の添書があるもの )，②「皇室典範要領」( 昭和 21
年 8 月１０日「大場案」の添書があるもの )，③「皇
室典範要領 ( 試案 )」( 昭和 21 年 8 月 16 日の日付
があるもの )，④「皇室典範要綱 ( 試案 )」( 昭和
21 年 8 月 30 日の日付があるもの )，⑤「皇室典範






























































































これを継承する」( 第 2 条 ) と規定する。現行の皇
室典範は「皇位は，皇統に属する男系の男子が，
これを継承する」( 第 1 条 )，「天皇及び皇族は，
養子をすることができない」( 第 9 条 )，「皇族女
子は，天皇及び皇族以外の者と婚姻したときは，
皇族の身分を離れる」( 第 12 条 ) と規定する。
　平成 16(2004) 年には，小泉首相の私的諮問機関
として吉川弘之氏 ( 産業技術総合研究所理事長 )
を座長とする「皇室典範に関する有識者会議」が
設立され，平成 17(2005) 年中に合計 17 回の会合
を開いた。
　第 6 回・第 7 回会合では， 高橋 紘 ( 現代史 )，
大原康夫 ( 宗教行政・政教問題 )，八木秀次 ( 憲法
学)， 横田耕一(憲法学)，鈴木正幸 (日本近代史学)， 
高森明勅 ( 神道学・日本古代史学 )， 所　功 ( 日本
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法制史 )， 山折哲雄 ( 宗教学・思想史 ) の各専門家
に対しヒアリングが行われ，次のような見解が示
され，質疑応答がなされた。
[ 高橋紘 ( 専門：現代史 )]　皇位継承については国民
に広く支持されているものであることが基本。結論か
らいえば女性天皇を容認し，皇位継承順位は長子優先






























[ 八木秀次 ( 専門：憲法学 )]　「皇統」は一貫して男系








案，皇族の養子を認め ( 皇室典範第 9 条を改正する必
要あり )，旧宮家の男系男子を皇族とする。第３案，女


















































































































　山 折答弁  血統原理の中には生物学的な側と万世一
系というようなフィクション性を含んだ側面があ
りますが，その両面を私は漠然と考えている。
　「 皇 室 典 範に関する有 識 者 会 議 」は，平 成












































































23(2011) 年 12 月 22 日，「女性皇族 ( 内親王・女王 )
に結婚後も皇族の身分を保持いただく」制度等の
創設を視野に，皇室典範改正案を取りまとめる方
針を固め，平成 24(2012) 年 2 月 29 日から 7 月５










































　ヒアリングは，内閣官房副長官 ( 政務，事務 )，
園部内閣官房参与，内閣官房皇室典範改正準備室
職員により，各回 2 名ずつ計 6 回，以下の各氏に
対し質疑応答を含め約 40 分ずつ行われた。
今谷　明 ( 帝京大学特任教授 )
田原総一 ( ジャーナリスト )
山内昌之 ( 東京大学教授 )
大石　眞 ( 京都大学教授 )
櫻井よしこ ( ジャーナリスト )
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百地　章 ( 日本大学教授 )
市村真一 ( 京都大学名誉教授 )
笠原英彦 ( 慶應義塾大学教授 )
小田部雄次 ( 静岡福祉大学教授 )
島　善高 ( 早稲田大学教授 )
所　功 ( 京都産業大学名誉教授 )
八木秀次 ( 高崎経済大学教授 )　　　　　
　上記，ヒアリング項目中，特に③「皇室の御活
動維持のための方策について」に関しては，女性
宮家 ( 女性皇族 ) を創設すべきかについて，有識
者の見解は次のように分かれた。
a. 女性宮家の創設に賛成 
















































は，「( Ⅰ ) 女性皇族が婚姻後も皇族の身分を保持



















































るパブリックコメントにおいても約 26 万 7 千件もの
反対意見が寄せられた。（30）　
５　むすびに代えて ( 今後の課題 )　 



















































嗣宣明の儀」も令和 2(2020) 年 11 月 8 日に終了し，






















　石井良助氏 ( 東京大学名誉教授 ) は，君主がみ
ずから執政しない「不親成」と「刃に血ぬらざる
こと」こそが天皇支配の伝統であったと述べる。(35)
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Ensuring the stability of succession to the throne
Itsuo YOKOTE
【abstract】
  The Constitution of Japan, Article 2 provides that “The Imperial Throne shall dynastic and succeeded to in 
accordance with the Imperial House Law passed by the Diet.”  And the Imperial House Law, Article 4 states 
provides that “Upon the demise of the Emperor, the Imperial Heir shall immediately accede to the Throne.  
  The Imperial House Law Special Law allowing the abdication of the emperor was passed on June 9 in 2017. 
This law was made in response to the Emperor’s message released to the public in the summer of 2016.  This 
will be the first abdication in 200 years, since Emperor Kokaku in 1817. 
Upon the enactment of this lawvarious discussions on the Imperial succession process took place.
  This paper examines issues and challenges of Japanese Constitution concerning the “Ensuring the 
stability of succession to the throne”.  
【key words】
 Imperial House Law Special Law, Imperial succession system, Imperial female family branches 
